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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日

売上高 （千円） 2,859,269 2,805,719 16,785,472

経常利益又は経常損失（△） （千円） △354,419 △428,731 350,134

四半期純損失（△）又は

当期純利益
（千円） △396,642 △433,357 239,703

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △393,670 △423,341 237,249

純資産額 （千円） 3,132,349 3,054,106 3,403,667

総資産額 （千円） 15,827,356 16,071,236 15,089,463

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △28.34 △30.97 17.13

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.6 18.8 22.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、大幅な金融緩和などによる積極的な経済政策や規制緩和策の

検討などを受けて全体的には明るさを取り戻しつつあるものの、長期化する円安、急激な原油安、一般消費の低

迷、所要労働力の地域的な偏在等の国内外の不安定要因も多く、各企業はそれぞれ自社の状況に合わせ、より的確

な経営判断が求められる時期でもありました。このような事情から企業の投資活動においても、必要性は認めつつ

も先行きの不透明感から逡巡しているケースもあり、課題の多い中小企業の活性化対策なども含め総合的な需要拡

大政策が求められている状況であります。

このような環境の中で、当社グループは事業基盤の安定と拡大のため、着実な業務活動を行ってまいりました。

施設機器事業におきましては、前期に発表しました基幹商品「ユニエックス ラボ」シリーズが好評裡に市場に受

け入れられたこと、機械装置事業については、システム機器、医薬、輸出部門が堅調に推移しております。

なお、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績については、売上高は2,805百万円（前年同四半

期比1.9％減）、営業損失は403百万円（前年同四半期は333百万円の営業損失）、経常損失は428百万円（前年同四

半期は354百万円の経常損失）、四半期純損失は433百万円（前年同四半期は396百万円の四半期純損失）となりま

した。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 施設機器

当社グループの主力事業であります施設機器におきましては、官庁・大学を中心とした研究開発関連予算の増

加や民間市場、特に医薬、食品、化学業界を中心とした提案型ソリューション営業の展開、底固い教育機関施設

の改修事業への参加、さらにメンテナンス体制の拡充などきめ細かな営業活動を展開したこと、また、前期後半

から発売を開始した上述の新製品効果もあり、当第１四半期連結会計期間末の受注残高は前年同四半期比で順調

な増加を見せております。

その結果として売上高は1,668百万円（前年同四半期比15.6％減）、営業損失が213百万円（前年同四半期は

100百万円の営業損失）となっております。売上高、営業収益の前年同四半期比が減少しているのはリードタイ

ムの長い大型案件の納期が第２四半期連結会計期間以降に予定されているからであります。

なお、施設機器の売上高は、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に集中しており、第１四半

期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間は相対的に少なくなる傾向があり、業績に季節変動があります。

② 機械装置

機械装置におきましては、既存の顧客への深厚、さらには施設機器事業との連携をより緊密化した営業活動を

行い、また、前年度に完成した大阪・東京のテスト場の有効利用も図ってまいりました。これに呼応し医薬関係

の需要の復活、半導体生産設備投資の継続、化学や食品関係の作業環境や効率改善等の受注が増加し、当第１四

半期連結会計期間末の受注残高は前年同四半期比で順調な増加を見せております。

その結果としての売上高は1,137百万円（前年同四半期比29.0％増)、営業損失は48百万円（前年同四半期は93

百万円の営業損失）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末から981百万円増加して16,071百万円と

なりました。流動資産は前連結会計年度末から1,045百万円増加し9,456百万円、固定資産は前連結会計年度末から

63百万円減少して6,599百万円、繰延資産は15百万円となりました。

流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金が941百万円増加したことによるものであります。

固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産が43百万円減少したことによるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末から1,331百万円増加して13,017百万円となりました。流動負債は前連

結会計年度末から1,301百万円増加して7,495百万円、固定負債は前連結会計年度末から29百万円増加して5,521百

万円となりました。

流動負債の増加の主な要因は、支払手形及び買掛金が349百万円、電子記録債務が438百万円及び短期借入金が

296百万円増加したことによるものであります。

固定負債の増加の主な要因は、長期借入金が165百万円増加したことによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、27百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,000,000

計 42,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,197,438 14,197,438

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 14,197,438 14,197,438 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 14,197,438 － 1,387,182 － 1,113,302

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

7432/E02799/ダルトン/2015年
－5－



（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 202,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,950,000 13,950 －

単元未満株式 普通株式 45,438 － －

発行済株式総数 14,197,438 － －

総株主の議決権 － 13,950 －

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ダルトン
東京都中央区築地五丁目

６番10号
202,000 － 202,000 1.42

計 － 202,000 － 202,000 1.42

２【役員の状況】

該当事項はありません。

7432/E02799/ダルトン/2015年
－6－



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,555,903 3,497,599

受取手形及び売掛金 4,023,009 ※３2,984,086

電子記録債権 100,858 101,042

商品及び製品 463,757 1,394,737

仕掛品 477,983 613,000

原材料及び貯蔵品 421,013 438,833

その他 374,231 431,394

貸倒引当金 △6,390 △4,630

流動資産合計 8,410,367 9,456,063

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,673,886 1,644,015

機械装置及び運搬具（純額） 134,676 131,344

土地 2,666,983 2,666,983

その他（純額） 388,472 378,233

有形固定資産合計 4,864,018 4,820,576

無形固定資産

のれん 253,296 244,562

その他 562,967 594,013

無形固定資産合計 816,263 838,575

投資その他の資産

投資有価証券 55,462 39,405

その他 926,991 901,173

貸倒引当金 △437 △433

投資その他の資産合計 982,016 940,145

固定資産合計 6,662,298 6,599,297

繰延資産 16,796 15,875

資産合計 15,089,463 16,071,236
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,384,914 ※３2,734,054

電子記録債務 877,986 ※３1,316,253

短期借入金 1,580,343 1,876,535

1年内償還予定の社債 177,700 177,700

未払法人税等 138,780 26,373

賞与引当金 220,721 99,417

製品保証引当金 23,330 24,557

その他 790,885 1,241,104

流動負債合計 6,194,660 7,495,996

固定負債

社債 641,650 617,000

長期借入金 2,507,442 2,673,031

役員退職慰労引当金 165,631 113,574

退職給付に係る負債 1,229,363 1,136,535

資産除去債務 40,439 40,590

その他 906,608 940,400

固定負債合計 5,491,134 5,521,132

負債合計 11,685,795 13,017,129

純資産の部

株主資本

資本金 1,387,182 1,387,182

資本剰余金 1,116,886 1,116,886

利益剰余金 1,269,779 910,426

自己株式 △60,550 △60,775

株主資本合計 3,713,297 3,353,720

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 17,918 14,032

退職給付に係る調整累計額 △359,333 △344,357

その他の包括利益累計額合計 △341,415 △330,324

少数株主持分 31,785 30,710

純資産合計 3,403,667 3,054,106

負債純資産合計 15,089,463 16,071,236
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日)

売上高 2,859,269 2,805,719

売上原価 1,850,535 1,827,296

売上総利益 1,008,734 978,422

販売費及び一般管理費 1,342,252 1,382,065

営業損失（△） △333,518 △403,642

営業外収益

受取利息 217 202

貸倒引当金戻入額 1,500 1,964

受取保険金 － 2,273

その他 10,548 5,315

営業外収益合計 12,266 9,755

営業外費用

支払利息 20,424 17,825

手形売却損 4,242 3,108

その他 8,500 13,910

営業外費用合計 33,167 34,844

経常損失（△） △354,419 △428,731

特別利益

投資有価証券売却益 － 9,744

負ののれん発生益 14,157 －

保険解約返戻金 － 33,195

特別利益合計 14,157 42,939

特別損失

移転関連費用 46,189 －

特別損失合計 46,189 －

税金等調整前四半期純損失（△） △386,451 △385,792

法人税、住民税及び事業税 11,646 20,484

法人税等調整額 △353 28,155

法人税等合計 11,293 48,639

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △397,745 △434,431

少数株主損失（△） △1,102 △1,074

四半期純損失（△） △396,642 △433,357
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △397,745 △434,431

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,074 △3,885

退職給付に係る調整額 － 14,975

その他の包括利益合計 4,074 11,090

四半期包括利益 △393,670 △423,341

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △392,589 △422,266

少数株主に係る四半期包括利益 △1,081 △1,074
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均

残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率（デュレーションを考慮した割引率）へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が74,004千円減少し、利益剰余金が同額

増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失の

影響額は軽微であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 596,054千円 1,148,103千円

２ 電子記録債権割引高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

電子記録債権割引高 614,407千円 536,851千円

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務

四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、満期日をもって決済処理をして

おります。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形及び電子記録債務が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
（平成26年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 3,446千円

割引手形 － 109,283

支払手形 － 346,532

電子記録債務 － 259,505

４ 偶発債務

商品不具合改修費用に係る偶発債務

当社が平成元年１月から平成22年12月の期間、販売しておりましたドラフトチャンバー等局所排気フード

の一部機種において、一定の使用条件で使用することで、内部配線系統の一部が過熱により焼損する危険性

があるため、当該商品の改修作業を進めております。

今後の業績に与える影響については、現時点では負担額を合理的に見積もることは困難なため、四半期連

結財務諸表に与える影響は明らかではありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に集中しており、第１四半期

連結会計期間及び第３四半期連結会計期間は相対的に少なくなる傾向があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 76,460千円 85,264千円

のれんの償却額 9,320 8,734

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 1,978,001 881,268 2,859,269 － 2,859,269

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,978,001 881,268 2,859,269 － 2,859,269

セグメント損失（△） △100,574 △93,153 △193,728 △139,790 △333,518

（注）１．セグメント損失の調整額 △139,790千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

「機械装置」セグメントにおいて、連結子会社である㈱昭和化学機械工作所の自己株式取得により、負

ののれん発生益14,157千円を計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント

利益には含めておりません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 1,668,703 1,137,016 2,805,719 － 2,805,719

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,668,703 1,137,016 2,805,719 － 2,805,719

セグメント損失（△） △213,113 △48,660 △261,773 △141,869 △403,642

（注）１．セグメント損失の調整額 △141,869千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △28円34銭 △30円97銭

（算定上の基礎）

四半期純損失金額（△）（千円） △396,642 △433,357

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △396,642 △433,357

普通株式の期中平均株式数（株） 13,997,001 13,993,933

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年２月12日

株式会社ダルトン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 斎藤 昇 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田中 徹 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダルト

ンの平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダルトン及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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